
風

ロ

裁 決 書

審査請求人

■■ﾛ■
処分庁仙台市青葉福祉事務所長

審査請刺日坪成24年０月■日付げで提起した費用返還決定処分に係る審査請求について,次
のとおり裁決する｡

主 、

本件審査請求に係る費用返還決定処分を取り消すも

文

○
理 由

第１審査請求の趣旨及び理由
１審査請求の趣旨

］:仙台市青葉剛潭務所長(以下「処分庁｣というも)が,平成23年12月8日付けで審査請求人■■
■(以下｢請求人｣という｡)に対してした生活保護法(昭和25年法律第144号｡以下随と
いう｡）第６３条の規定による費用返還決定処分（以下「本件処分」という｡）の取消しを求めるもので

ある。
２審査請求の理由

以下の理由により，本件処分の取消しを求める。

預金■■■■■は
1■■■■斌葬式代として■名義で預金

(1)

■■■■斌葬式代として■名義で預金していたもので,回所有のものではなく,平成■
年■月に解約している。○
1■■■の預金■-虫
■■■■■■■のために預金して

カミ■■■②

■■■■■■のために預金していたもので,■の所有のものではない｡保護できない旨
の書類に記載した時点で出金している。

第２…̅認定事実及び判断.̅ :̅-̅ -=.………̅…̅→…̅̅ …--."……… .̅̅ -……̅…̅……--̅ 一̅…̅………..̅ …..……
１．認定事実
請求人から提出された審査請求書，反論書及び添付薑霧並びに処分庁から提出された弁明書及びに添
付書類によれば次の事実力潔められる。
（'）請求人は平成■年■月■日に処分庁に対し法による保護申請を行ったこと。
（２）処分庁は,請求人に対して平成■年■月■日を保護の開始時期とする生活保護の開始決定

を行ったこと。

（３）処分庁は,平成■■年■月■に法第29条に規定する資産調査(預貯金及び生命保陶を
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依頼したこと。
(4)平成■■年■月■日に■■Dから回答があり,■名義の■■
■■■■の残高側明したこと。

⑤平成■年0月■日に』ら回答があり,請求人名義の旨)残高
力珊明したこと｡

０平成■年■月■日に
あり,酢義の■■■

から回答が

あり,酢義のび■■■■■■■■■の願測明したこと。
(7)平成■年■月■日に から回答があ

ぴ ■ 。り,■I名義の
並びに■■■■■■名義の■■■■■の残額力剰明した

こと。

(8)平成■年■月■日に■及U働汕台市青葉福祉事務所に来庁し,■名義の■
■■■■の口座について説明したところ,処分庁は■及び■に対し,齢義の口座は法的
Ｉ狙の口座として認定せざるを得哉当該未申告預金ｶﾐ法第63条に基づく費用返還の対象に
なることを説明するも砂困り同意を得られなかったこと。

０平成■年■月0日に請求人が仙台市青葉福祉事務所に新し,■名義の預金伺い顎金
していたもので;■名義のものではないことを説明したところ,処分庁は請求人に対し,当
・該未申告預金ｶﾐ法第６３条に基づく費用返還の対象になることを説明するも請求人の同意を得

られなかったこと。

(10）処分庁は平成２３年１２月８日付けで；請求人あてに本件処分について通知したこと。
(''）請求人斌本件処分を不服として,平成24年■月■日付けで本件審査請求を行ったこと。
２判断

(1)法第4条第１項では，「保護は生活に困窮する者が,その利用し得る資産,能力その他あらゆ
るものを,その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる｣.と,法第１０

条では｢保護は,世帯を単位としてその要否及び程度を定めるものとする｣と規定されている｡し
たがって,保護が行われようとする世帯の世措員は,通常の場合,法第４条第１項に規定する保護
力垳われるに先立って,その者の最低限度の生活の維持のために活用されなければならないと解さ

れる。

(2)また，法第６３条ではＩ被保護者カミ急迫の場合等において資力があるにもかかわらず;保護
を受けたときは,保護に要する費用を支弁した都道府県又は市町村に対して,すみやかに,その受

けた保護金品に相当する金額の範囲内において保護の実施機関の定める額を返還しなければなら

ない｣と規定されており,処分庁が保護に要する費用を支弁したときに被保護者に資力があった場

合,､返還が必要となることは明らかである。

(3)上記（１）（２）を踏まえ，本件審査請求を検討する。

処分庁は,金融機関等による顧客等の本人確認等及び預金口座等の不正な利用の防止に関する
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法律（平成１４年法律第３２号。以下「本人確認由という｡）及猟腓による収益の移転防止
に関する法律(平成１９年法律第２２号｡以下聯転防止油という｡）により，預金口座を開
設する際は,本人確認が義務付けられており，口座名義人の知らないところで開設することは困
難であると主張している｡

(4)一方請求人は,■名義の■■■■の■座に預金さ柾いる■■■■■(以下
‘｢■名義のDという｡)に関しても,生活保護に関する届出書において,⑳噸けていたもので,その■■口座の存在を把握していなかったと記載し,反論書でも同様にその存

在の把握について否定している。
また,請求人は,■名義で,■■■■■に開設された■座に預金されている

ロ■■■̅一(以下君名義という｡)は,■のものであると主張し,反論
書においてもその存在の把握について否定している。．：．．．

(5)ところで,平成１５年６月１２日付け最高裁削決等によると，預金雛は,必ずしもその預金一声.:･蕊昌薯:
口座の名義人に帰属するものではなぐ，その資金の出えん者預入行為,通帳及Z卿辮の管理

：状況等を勘案してその帰属する者力映まるものとされているが,処分庁は■名義の■■■
及噌名義相の帰属について,預金口座名義のみをもって,請求人の世帯の資産である
と判断している。

(6)また,普通預金口座と定期預金口座を1つとした総合預金口座となっている場合は,定期預金
の存在を把握していないことは考えにくいが,■|■■■におけ籾名義の,■■■口座と
■■口座は別の口座である事実鰯められその■■■口座が,い知り得ない状況で開
設できた可能性は否定できないものである。

(7)処分庁ば■名義の口座及乙轡名義の口座が開設された時点では本入確認法又は移転防止
法に基づき本人確認が行われており,口座名義人である砂z噸権者が預金の存在を知らないは
ずはなく,預金口座名義人のものであり,請求人及ひ唇D主張を証明する資料の提出がなく,合
理的な説明もなされないため口座名義人の資産として，法第６３条を適用したと主張する。
しかし，上記（５）及び（６）のとおり，預金債権の帰属は預金口座名義だけではなく，その

出えん巻預入行為等を勘案して決定すべきであり，また定期預金口座については,金融機関に
おいて口座名義人の知り得ない状況の中で開設される可能性があることから,処分庁睦酢義
の定期預金の預入の状況等について調査した上で預金の帰属を判断し，返還額を決定すべきであ

ったにもかかわら蛍これらの調査は行われていないと認められる。

すなわち,処分庁の主張する■及び■■の預金であるとの裏付けとして,金融機関にて調査を
行い,請求人から根拠資料を提出させた上で,ｹーｽ診断会議を実施し,鶴63条を適用すべ
きであったものと言わざるを得ない。

(8)したがって,本件処分に係る費用返還決定額のうち,調査を必要とすい鋤■■及

ｰ
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と楢名義 については，その判断に合理性があるとは認められ

ず；不当な処分であると言わざるを得ない。
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第３結論

以上のとおり，本件処分は，その一部において不当な処分であり，行政不服審査法（昭和３７年法律第
160号）第40条第３項の規定により，主文のとおり裁決する。

なお,処分庁は,■■■及び■■■■■■で調査を行い,その結果と請求人から提出される根拠資料
を基に，再度ケース診断会議を実施した上で，費用返還額を決定し法第６３条の適用について判断すべきで

ある。

平成２４年７月２６日

功
可 ＝

○宮城県知事村井嘉

この裁決書の謄本は，原本と相違ないことを証明します６

平成２４年７月２６日

〆

宮 城 県 知 事 村 井 嘉 浩

○


